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Message
館 長 か ら の メ ッ セ ー ジ
図書館長 深澤 良彰
1998年4月、図書館副館長に就任した時、学んだ用語の一つに、「典拠コントロール（authority control）」があっ
た。書誌情報に含まれる著者・件名など各種の内容について、一貫した見出し・識別子を付与し、適切な相互参照
を指示した情報（典拠ファイル）を維持管理する行為のことと理解している。具体的には、私は、結婚前までは、
姓として「深沢」を使っていた。しかし、妻から、戸籍上は「深澤」なのだからこちらを使うようにと強く指導され、
結婚後はこちらを使っている。私の論文を調べれば、結婚の年を推測することができる。英語表記では、一貫し
て「Fukazawa」を使ってきているものの、単純な文字変換をされて「Fukasawa」となっていることもある。いず
れにせよ、著者名による検索の時には、私のすべての業績を対象とするために、一貫した氏名として扱う必要が
ある。
これに対して、研究者に、永続的かつ一意なデジタル識別子を付与することができれば、これを用いることに
より同姓同名、改姓、所属の異動等に起因する名寄せの問題を解決できる。さらに、論文に対して付与された
DOIや助成機関についての典拠データベースであるFunder Registry等のデジタル識別子と正しく結びつけるこ
とができ、このような情報を流通させることも可能となる。このようなデジタル識別子として世界的な標準にな
りつつあるのが、ORCID（Open Researcher and Contributor ID）である。
ORCIDのID は個人が無償で取得できるが、運営するNPO がさまざまな機関に参加を呼びかけ、高等教育機
関や研究機関における研究者情報、研究情報の電子化とその流通のあり方、経営情報としての活用について検討
する母体として活動していくことが目指されている。世界的には、Times Higher Education（THE）の世界大学
ランキングで上位50機関のうち84％、上位100機関のうち74％が機関参加している。
国内では、これまでもORCIDに関するさまざまな検討や議論が行われ、その必要性は広く認識はされてきて
はいたものの、ORCIDの機関会員という概念そのものがよく理解されていなかったのか、余りに広い影響分野
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をもつために、どのような学内のどのような部局が音頭をとるべきかが明確ではなく、国内コンソーシアムの設
立というところまでは到達してこなかった。
このような経緯を受け、2020年1月からORCID日本コンソーシアムが始動した。2017年10月に当時のORCIDの
機関会員であった大学・研究機関と、入会を検討していた機関の代表者が集まり、日本におけるORCIDコンソー
シアムのあり方などを検討する会が発足し、これがORCID日本コンソーシアムの原型となった。その後、2018
年4月に日本コンソーシアム運営委員会が組織され、規則などの検討が進められて、日本コンソーシアムの設立
の運びとなった。
現在、私は、一般社団法人 大学ICT推進協議会（AXIES）の会長をしており、このような状況を受け、ORCID
日本コンソーシアムのリード機関（国内参加機関を取りまとめ、会員機関の情報管理と会費処理業務を行う機関）
としてAXIESがお世話をすることとした。建て付けとしては、AXIESの会長がORCID日本コンソーシアムの会
長を兼ねるようになっており、また、京都大学内に置いているAXIESの事務局が、日本コンソーシアムの事務
局も兼ねることになる。
ORCID日本コンソーシアムはデータサービスのプロバイダではない。もちろん、そのような機能は有するも
のの、それはあくまでも副次的なものでしかない。ORCID の真の趣旨は、永続的な研究者識別を実現するIDを
国際的に展開・運営することで、研究情報の流通に関する質保証への一つの取り組みであるということである。
ORCIDは常に研究者に視線を向けている。研究者のメリットを最も優先しているということを意味している。
どの国のどのような研究者も永続的IDの取得の機会が等しく整備され、その永続的IDに対し、機関が信頼を与
える仕組みになっている。これは単にIDに対してだけでなく、研究業績や学歴・職歴などの情報でも同じ仕組み
を実装している。
国境を越えたこの仕組みは、これまでに見られなかったものであると思っている。何処かの誰かがこの取り組
みを仕切っているのではなく、大学・研究機関を始め、出版業界、研究資金の財団などがORCIDへの機関参加を
することで、緩やかに連携する形でORCIDを支援している。
すでに、諸外国では多くのコンソーシアムが発足している。日本は後発であるものの、こうしてコンソーシア
ムを設立したことにより、国際的な研究情報の質保証について日本からの支援体制が整ったことは喜ばしいこと
と思っている。
国内のコンソーシアムの参加機関が増えると、会費も安価になるという仕掛けになっており、多くの機関の参
加が望まれる。また、早く始めれば始めるほど、研究者のメリットも早く得られることにもなる。
2020年度前期入会申込みはすでに終了したものの、すでに国内17機関からの申込みを受けている。早稲田大学
がいまだ申込みをしていないのは残念であるものの、スムーズな立上げができたと思っている。設立に向けてご
尽力いただいた多くの皆様に深く感謝するとともに、今後のORCID日本コンソーシアムの普及に期待をしたい。
